
株式会社スパイラル・アップ 

介護福祉士実務者研修（通信課程） 学則 

 
（事業所の名称、所在地） 

第１条  本研修事業、下記事業者（以下、当社という。）が実施する。 

 事 業 者 

名 称 株式会社 スパイラル・アップ 

所在地 青森県弘前市青山２丁目８－２ 

 

（事業の目的） 

第２条  現在、社会福祉の現場では、福祉サービス利用者の増加及びニーズの多様化に伴い、より専

門的な知識と技術を兼ね備えた介護職員が求められている。本研修事業は、要介護高齢者及び

障害者自立支援に資するケアを実践する介護福祉士の養成をめざし、また、本研修を通して受

講者の介護福祉士資格取得を支援することとし、もって地域包括ケアの推進に寄与することを

目的とする。 

 

（研修事業の名称） 

第３条  研修事業の名称は次のとおりとする。 

株式会社スパイラル・アップ 介護福祉士実務者研修（通信課程） 

 

（年間事業計画） 

第４条  研修事業は年度３回の実施とし、募集定員は２５名とする。 

最小開講人数は５名とし、受講申込者数が最小開講人数に達さなかった場合は中止する場合

がある。 

修業年限は、１ヶ月以上とする。 

入所時期は、養成課程の開講日とする。 

 

（休業日） 

第５条  休業日は次の通りとする。 

（１）年末年始 １２月２９日～１月３日 

（２）夏季休業 ８月１２日～８月１５日 

 

（使用教材） 

第６条  研修に使用する教材は次のとおりとする。 

介護福祉士実務者研修テキスト 

中央法規 発行 

 

（養成課程及び履修方法） 

第７条  養成課程の種類【通信課程】とし、履修方法については、別表１の通り通信指導及び添削指

導並びに面接授業（スクーリング）とする。 

２  養成課程の科目、教育に含むべき内容及び到達目標は、「社会福祉養成施設及び介護福祉士養

成施設の設置及び運営にかかる指針について」（平成２０年３月２８日社援発第 0328001 号

厚生労働省社会・援護局長通知（以下「国指針」という。））定める内容に準拠する。 

 

（研修会場） 

第８条  研修において使用する研修会場及び実技演習会場は、次のとおりとする。 

サンライフ弘前 研修室 

社会福祉法人桐栄会 特別養護老人ホームときわ 会議室 

株式会社 スパイラル・アップ 



（受講対象者） 

第９条  受講対象者は、心身ともに健康で、かつ、スクーリングにおいて通学可能な範囲に居住する

とする。 

 

（受講者 選考） 

第１０条  受講者の選考は、受講申込書を受理した者の中から、前条の要件を満たすと認められるもの

につき、受講決定する。ただし、定員に達した時点において申込み受付は終了とする。 

 

（申込手続） 

第１１条  受講に係る申込手続は次のとおりとする。 

①当社指定の申込用紙へ必要事項を記入し、期日までに提出する。または当社ホームページ

上申込フォームへ必要事項を入力し、期日までに申し込む。その際、次条にもとづき、運転

免許証等の写しを添付することとする。 

②当社は、審査のうえ受講者を決定し、受講決定通知書を受講申込者へ送付する。 

③受講決定通知書を受け取った受講申込者は、研修開始日前日までに、研修参加費用（受講

料とテキスト代）を銀行振り込みにて納入する。又、受講申込書、誓約書等必要な書類を提

出する。 

④当社は、研修参加費用の納付が確認された後、教材を受講申込者へ渡す。 

２ 受講申込者が受講開始以前に受講しないことを当社へ申し出た場合、研修参加費用を返還す

る。その際の振込手数料は受講申込者の負担とする。ただし、受講開始後に受講しないと申し出

た者については、研修参加費用の全額を返還しないこととする。 

 

（本人確認方法および所有資格確認方法） 

第１２条 受講者は、受講申込書郵送時、もしくは、通学初日に運転免許証の写しを提出することとす

る。当社は、申込用紙またはＷｅｂの申込みフォームに記入・入力された氏名と運転免許証の

氏名とが同一であるかを確認する。運転免許証を所持していない受講者については、以下のい

ずれかの公的証明書の写しを提出することとする。 

①戸籍謄本または戸籍抄本 

②住民票 

③住民基本台帳カード 

④健康保険証 

⑤パスポート 

２ 次条に定める科目免除の対象となる研修を修了している受講者は、受講申込書郵送時、もしく

は、通学初日に修了証明書写しを提出することとする。 

 

（科目免除の取扱い） 

第１３条 既に訪問介護員養成研修等の研修修了者については、「実務者研修における「他研修等の修了

認定」の留意点について」（平成２３年１１月４日社援基発 1104 第 1号厚生労働省社会・援

護局福祉基盤課長）に基づき、科目を免除することができる。 

 

（学習の評価及び課程修了の認定） 

第１４条 通信形式による研修は、次に定める方法により実施する。 

（１）自宅での個別学習方法 

科目ごとに 1 回以上テキストに則った課題を賦課し、その添削を行うことにより、国指針

に定める到達目標の修得状況を確認する。到達目標に達していないと認められる評価であ

った場合は、課題の再提出及び再評価を行う。 

（２）評価方法 

解答用紙を添削し、理解度高い順にＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの区分で評価する。 

評価 Ａ・Ｂ・Ｃ は合格、評価 Ｄ は不合格とする。なお、不合格となった科目に

ついては再度課題を提出させ、再評価を行う。 

   【医療的ケア】 Ａ：97点以上 Ｂ：94～96 点 Ｃ：90～93点 Ｄ：89点以下 

   【医療的以外】 Ａ：90点以上 Ｂ：80～89 点 Ｃ：70～79点 Ｄ：69点以下 

（３）個別学習への対応方法   



 自宅で個別学習による質疑応答等には、事務局が電話、ＦＡＸ、メールなどで対応した

後、科目を担当する講師へ連絡し、担当講師より受講者へ指導を行う。受講者は講師指導

の下で理解度を高め、学習効果を上げる。 

    また、合格水準に達しなかった受講者へは、適宜複数回にわたって再提出、添削等を実施 

 し、基準に到達するまで再評価を行う。 

２ 介護課程及び生活支援技術については、介護課程Ⅲにおける面接授業を通して評価する。 

３ スクーリングの場合において、授業開始から５分以上遅れた場合は欠席とする。または、止む 

を得ず欠席する場合は、欠席届を提出するものとする。欠席した場合は第１７条に規定する補講

を受講しなければならない。なお、面接授業を欠席した者、及び医療的ケアの演習の所定回数を

満たしていない者は、履修認定しないものとする。 

４ 本研修の総合的な修得度の評価は、介護課程Ⅲにおいて行うこととし、到達目標に達していな

いと認められる場合は、課題の再提出及び再評価を行う。また、講師により補講が必要であると

認められる場合は第１７条に規定する補講を受講しなければならない。 

５ 本研修を修了した者には、修了証明書を交付する。 

 

（研修参加費用） 

第１５条 研修参加費用は、受講者のこれまでの介護に関する研修受講状況に応じて次の通りとする。 

    なお、喀痰吸引等研修修了者は、下記金額よりさらに 20,000 円減額する。 

所有資格 受講料(テキスト代別)(税込) 

基礎研修修了者   71,500 

訪問介護員２級修了者 

初任者研修修了者 

 187,000 

無資格者 220,000 

２ 途中で退講した場合、既に納入された研修参加費用については、講座開講後は原則として返還

しない。又、分割払いの未納分については、退講までに全額を納入しなければならない。 

３ その他、研修科目を免除した場合は、1時間につき、150円割り引くこととする。 

４ テキスト代は実費とする。 

 

（欠席者の扱い） 

第１６条 理由の如何に関わらず、研修開始から５分以上遅刻した場合は欠席とする。また、やむ

を得ない理由で欠席する場合は、速やかに「欠席届」を提出する。 

 

（補講の取扱い） 

第１７条 受講者が以下いずれかに該当すると認められる場合、有料にて次回研修で授業を受講するこ          

ととする。なお、補講受講料として、面接授業 1 日ごとに下記金額を受講者が負担することと

する。 

（１）スクーリングを欠席した場合 

（２）本研修の総合的な修得度の評価が到達目標に達していないと認められる場合 

科目名 補講受講料(税込) 

介護過程Ⅲ（座学） 10,000 

介護過程Ⅲ（実技） 15,000 

医療的ケア演習 20,000 

２ 例外として他コースの授業に振替が可能な場合に限り、補講受講料として、面接授業１日ごと

に下記金額を受講者が負担することとする。 

科目名 補講受講料(税込) 

介護過程Ⅲ（座学）  ５,000 

介護過程Ⅲ（実技）  7,500 

医療的ケア演習 10,000 

 

 

 



（受講の取消） 

第１８条 受講者が以下のいずれかに該当すると認められる場合は、当社の判断により当該受講者の受

講を取り消すことができる。 

（１）学習意欲が著しく欠け、修了の見込みがないと認められる者 

（２）研修の秩序を乱し、その他受講者としての本分に反した者 

（３）他の受講者の学習を妨げる者 

（４）受講継続意志のない者 

（５）自力で演習内容を行うことができない者 

（６）その他、当社が不適当とみなした者 

 

（退講） 

第１９条 第１８条により受講を取り消されるに至った者は退講扱いとし、書面によりその理由を示 

して通知するとともに、速やかに当社に「退講届」を提出しなければならない。 

２ 退講前に履修した当該研修については、その受講をすべて無効とする。 

 

（休学、復学) 

第２０条 疾病その他やむを得ない理由によって休学を希望する者は、「休学届」により願い出て、許可

を得たうえで休学することができる。ただし、休学期間は最長 1年とする。 

２ 休学中の授業料などは免除する。 

３ 休学の理由が消滅したときは、許可を得て復学することができる。 

 

（修了証明書の交付） 

第２１条 第１４条により修了を認定された者に対し、修了証明書を交付する。 

 

（修了者の管理方法） 

第２２条 修了者について修了者台帳に記載し、厚生労働省で指定された様式に基づき報告する。 

２ 修了証明書の紛失等により修了者から再交付の申し出があった場合は、適切に対応すること

とする。但し、修了証明書の再交付手数料として、１枚につき 1,000円（税別）を受講者の負

担とする。 

 

（公表する情報の項目） 

第２３条 公表すべき情報についてはホームページ上で公表する。 

 

（個人情報管理） 

第２４条 当該研修における個人情報について厳正に管理を行う。 

（１）当社は事業実施や本人確認書類などにより知り得た受講生などの個人情報をみだりに 

他人に知らせたり、また、不当な目的に使用しない。 

 

（その他研修実施に係る留意事項） 

第２５条 研修事業実施に当たり、以下のとおり必要な措置を講じることとする。 

（１）研修に関して以下とおり苦情等窓口を設けて、苦情及び事故が生じた場合には迅速に対応

する。 

苦情対応部署 ： 本部企画部 ☎0172-36-8633 

 

（研修事業執行担当部署） 

第２６条 研修事業は、本部企画部にて行い、以下の教職員を置く。 

・ 養成施設長 

・ 教務に関する主任者 

・ 介護課程Ⅲ担当教員 

・ 医療的ケア担当教員 

・ その他の教員 

 



（その他） 

第２７条 この学則に必要な細則並びに、この学則に定めない事項で必要があると認められる時は、当

社がこれを定める。 

 

（附則） 

第１条 この学則は、平成２９年９月１日から実施する。 

 

 

（改正） 

平成２９年１２月 １日 第１１条（申込手続）第２項：研修参加費用返還について改正 

第１５条（研修参加費用）受講料の改正 

第１５条（研修参加費用）第４項：テキスト代を設定 

平成３０年 ４月 １日 組織図の改正 

平成３０年 ６月１７日 第４条（年間事業計画）年度回数、募集定員の改正 

 第８条（研修会場）研修会場及び実技演習会場の追加 

平成３０年 ８月 １日 組織図の改正 

平成３１年 ４月 １日 第８条（研修会場）研修会場及び実技演習会場の追加 

            第１７条（補講の取扱い）補講受講料の細分化 

令和 元年 ６月 １日 組織図の改正 

令和 元年１０月 １日 第１５条（研修参加費用）受講料の改正 

令和 ２年１１月 １日 第１条（事業所の名称、所在地）文言追加 

            第１１条（申込手続）第１項：文言追加 

            第１１条（申込手続）第１項：必要書類の提出について追加 

            第１１条（申込手続）第２項：研修参加費用返還時の振込手数料について 

            追加 

            第１５条（研修参加費用）第１項：所有資格別による受講料の改正 

            第１５条（研修参加費用）第２項：分割払いの未納分について追加 

第１７条（補講の取扱い）第２項：他コース振替時の補講受講料を設定 

            第２２条（修了者の管理方法）第 2 項：修了証明書の再交付手数料を設定 

令和 ４年 ３月 １日 組織図の改正 

令和 ５年 ８月 １日 組織図の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１）科目及び履修方法 

 指定規則に定める科目名 

（時間数） 

本施設 

時間数 
履修方法 

人間の尊厳と自立 

（５） 

５時間 テキストを精読し、各自の理解度を深めた上で、 

本施設が提示する課題に回答させ、通信指導及び 

添削指導により履修する。 

社会の理解Ⅰ 

（５） 

５時間 同上 

社会の理解Ⅱ 

（３０） 

３０時間 同上 

介護の基本Ⅰ 

（１０） 
１０時間 同上 

介護の基本Ⅱ 

（２０） 
２０時間 同上 

コミュニケーション技術 

（２０） 
２０時間 同上 

生活支援技術Ⅰ 

（２０） 
２０時間 同上 

生活支援技術Ⅱ 

（３０） 
３０時間 同上 

介護過程Ⅰ 

（２０） 
２０時間 同上 

介護過程Ⅱ 

（２５） 
２５時間 同上 

介護過程Ⅲ 

（４５） 
４５時間 面接授業にて履修する。 

発達と老化の理解Ⅰ 

（１０） 
１０時間 テキストを精読し、各自の理解度を深めた上で、 

本施設が提示する課題に回答させ、通信指導及び 

添削指導により履修する。 

発達と老化の理解Ⅱ 

（２０） 
２０時間 同上 

認知症の理解Ⅰ 

（１０） 
１０時間 同上 

認知症の理解Ⅱ 

（２０） 
２０時間 同上 

障害の理解Ⅰ 

（１０） 
１０時間 同上 

障害の理解Ⅱ 

（２０） 
２０時間 同上 

こころとからだのしくみⅠ 

（２０） 
２０時間 同上 

こころとからだのしくみⅡ 

（６０） 
６０時間 同上 

医療的ケア 

（５０） 

喀痰吸引及び経管栄養実習 

救急蘇生法演習 

５０時間 

 

各５回以上 

１回以上 

同上 

 

面接授業にて履修する。 

面接授業にて履修する。 

合計 ４５０時間  



組織図  
     

      

  養成施設長                    

  代表取締役 木村房雄   
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（本部企画部） 
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